
奈良県

賃 金 ア ッ プ で
５ 万 円 給 付 ！ ！

賃上げに取り組む中小企業・小規模企業・個人事業者の皆さまへ
物価・エネルギー価格の高騰により、県民生活や事業者の経営は大きな打撃を受けています。物価・エネルギー価格の高騰により、県民生活や事業者の経営は大きな打撃を受けています。物価・エネルギー価格の高騰により、県民生活や事業者の経営は大きな打撃を受けています。物価・エネルギー価格の高騰により、県民生活や事業者の経営は大きな打撃を受けています。
奈良県では、賃上げの奈良県では、賃上げの奈良県では、賃上げの奈良県では、賃上げの促進や県内促進や県内促進や県内促進や県内消費を喚起し、県民の所得向上を支援する「物価高騰克服プロ消費を喚起し、県民の所得向上を支援する「物価高騰克服プロ消費を喚起し、県民の所得向上を支援する「物価高騰克服プロ消費を喚起し、県民の所得向上を支援する「物価高騰克服プロ
グラム」を実施します。グラム」を実施します。グラム」を実施します。グラム」を実施します。

給付内容

令和５年１１月１日令和５年１１月１日令和５年１１月１日令和５年１１月１日 電子申請システムにて受付開始予定電子申請システムにて受付開始予定電子申請システムにて受付開始予定電子申請システムにて受付開始予定
申請方法等については、詳細が決まり次第ホームページにてお知らせします。申請方法等については、詳細が決まり次第ホームページにてお知らせします。申請方法等については、詳細が決まり次第ホームページにてお知らせします。申請方法等については、詳細が決まり次第ホームページにてお知らせします。

給付対象者
 中小企業基本法第２条第１項に掲げる県内に事業所を有する中小企業
 一般社団法人等

① 令和５年９月１日から令和６年２月２９日の間に
② 正規・非正規雇用労働者の賃金を
③ １．７％以上引き上げた事業所

賃上げを行った従業員１人あたり
５万円５万円５万円５万円を給付を給付を給付を給付

賃上げ対象従業員

 県内事業所に勤務する正規及び非正規雇用労働者
ただし、非正規雇用労働者は、週所定労働時間２０時間以上であること。

賃上げ時期及び賃上げ率
 令和５年９月１日から令和６年２月２９日の間に、賃上げ対象従業員の賃金のうち、
直近の支給額もしくは奈良県の令和５年度最低賃金のいずれか高い方の賃金を、
１．７％以上引き上げること。

支給上限人数

 中小企業基本法第２条第１項に掲げる中小企業者の常用使用する従業員数
 一般社団法人等については、常用使用する従業員３００人
 奈良県全体で20,000人を上限とし、上限に達し次第終了となります。
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